
高崎経済大学・地域政策学部・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

２２３０１

基盤研究(C)（一般）

2024～2022

東京一極集中の是正に向けた多拠点居住の可能性に関する基礎的研究

Basic Study on the Possibility of Multi-habitation for Improving Monopolar 
Centralization in Tokyo

００３９６７９８研究者番号：

佐藤　英人（SATOH, Hideto）

研究期間：

２２Ｋ０１０４８

年 月 日現在  ７   ４ ３０

円     1,700,000

研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、地理学的視点から多拠点居住者の居住地選好と拠点間の関係を考
察して、具体的にどのような人物が、どのような目的で、多拠点居住を実践しているのかを明らかにすることで
ある。本研究の多拠点居住者は、30歳代から60歳代までの主にオフィス従事者のアッパーミドル層から構成さ
れ、拠点間が近距離の人と、遠距離の人の2群に大別することができる。前者は拠点間の往来頻度が高く、日常
生活や在宅就業、通勤などの活動をおこなっている。後者は拠点間の往来頻度が低く、一方の拠点では日常生活
をおこなっているのに対して、他方の拠点では趣味や片付け・整理、介護などをおこなっており、２拠点の使い
分けが明瞭である。

研究成果の概要（英文）：　This study examines the residential preferences of multi-habitation 
practitioners and the relationships between their locations from a geographical perspective. 
Moreover, it intends to elucidate the specific attributes and objectives of people who practice 
multi-habitation. The multi-habitation practitioners were primarily office workers aged 30&#8211;60 
years and belonging to the upper-middle class. They could be broadly divided into two groups: those 
whose bases were located close to and those whose bases were far apart from one another. In the 
former case, frequent movement occurs between bases and is primarily used for daily life activities 
like telecommuting, commuting, and remote work. In the latter case, less travel occurs between 
locations. While one base location is used for daily life, another is used for hobbies, cleaning and
 organizing, and caregiving, among others. This clarifies the differences in the use of each 
location. 

研究分野：都市地理学

キーワード： 多拠点居住　テレワーク　東京一極集中　地方都市　居住地選択

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　人口減少社会を迎え、地方圏ではUIJターンや多拠点居住者の誘引をはかり、地域活性化につなげようとする
自治体がある。本研究の分析対象者に限られるが、地方圏を志向する移住者ニーズと地方自治体の施策が、必ず
しも合致してはいないのではないかとの疑問が生じる。
　多拠点居住の有無にかかわらず、人口減少社会下の居住地選好では、社会関係資本の存在など、その土地に何
らかのゆかりを重視する場合がある。ゆかりが無ければ、多拠点居住者を惹きつける地域資源があるか、首都圏
からのアクセスの良さが重視されると考えられる。
　従って、地方圏であっても多拠点居住者に選ばれる地域と、選ばれない地域に取捨選択される可能性は高い。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

2020 年 2 月以降、新型コロナウイルス肺炎（COVID-19）が世界的な猛威を振るっており、
3 密（密集、密接、密閉）を避けた新しい生活様式が強く意識されている。しかし、就業地が都
心に居住地が郊外に集中する日本の大都市圏では、通勤通学時に密集空間が発生しやすく、感染
者を増大させる恐れがある。そのため、不要不急の外出を控えるとともに、在宅勤務を積極的に
導入する取り組みが模索されている。インターネットを介したテレワークの普及によって自宅
のみならず、移動中の車内やカフェ、図書館など、既存のオフィスビル以外の場所（coworking 
space）でも業務が遂行できる環境は整いつつある。就業地選択の自由度が高まれば、居住地選
択の自由度も同時に高まることから、たとえば、就業機会が限られる地方都市であっても、大都
市圏と同等の業務遂行と日常生活の構築が可能になる。つまり、元来、大都市圏と地方圏という
二項対立的にとらえられてきた関係性に大幅な修正を迫ることが予測される。 
日本の地方都市は、戦後、長きにわたり向都離村の人口移動によって人口減少に歯止めがかか

らず、空き家の増加が深刻な社会問題となってきた。従来のように、一世帯が一箇所の住居に住
み続けるのではなく、むしろ用途に即していくつかの住居を使い分けるようになれば、交流人口
や関係人口、ひいては定住人口が地方都市に誘引され、新たな住宅需要が喚起されよう。移住と
転職を前提とした敷居の高いＵ・Ｉ・Ｊターンではなく、住居と職場との緩やかな関係を維持す
る多拠点居住が浸透することで、ヒト、モノ、カネ、情報が東京のみに集中するのではなく、地
方圏にも還流される可能性は高い。 
主たる居宅以外に住居を持つことは、これまで別荘など一部の富裕層に限られたものであっ

た。しかし、空き家の増加によって、地方都市ではより安価な住宅を取得もしくは賃貸すること
ができる。自治体によっては「空き家バンク」を運営することで家主と利用者間のマッチングを
試みている。ただし、こうした取り組みが空き家の利活用促進に向けた決定打とはなっておらず、
多くの課題が残されている。加えて、多拠点居住に関する研究は、観光学の分野で避暑地・避寒
地形成に関する分析で一定の蓄積が存在するものの、本研究が射程とするテレワークを基軸と
した新しい生活様式の実現を目的とした学術研究は管見の限りみられない。無論、多拠点居住の
存在が広く一般に浸透したのは、ごく最近であることから、多拠点居住が東京一極集中の是正や
空き家住宅の有効活用、知識創造の新たな装置として機能するか否かなどの具体的な議論は、推
測の域を脱しておらず、端緒についた段階である。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は多拠点居住の特性を、多拠点居住者と受け入れに積極的な自治体の視点から

明らかにすることである。少なくとも多拠点居住者は、家族を含めた他者とのコミュニケーショ
ンにインターネットを多用していると想定される。そこで本研究では、多拠点居住者と親和性が
高いインターネットを用いて大規模な質問紙調査を実施する。研究の遂行にあたっては以下の 3
点に留意する。 
①多拠点居住者の住居移動と就業行動をとらえる地理学的研究 
人文地理学では持ち家取得に伴う住居移動、通勤や営業テリトリーなどの就業行動に関する

研究がなされてきた。しかし、いずれの研究も一世帯が一箇所の居住地もしくは勤務地に固定さ
れることを前提としている。一方、本研究は多拠点居住を分析対象としており、既存研究とは一
線を画する。 
②地理情報システム（GIS）を活用したデータの可視化 
多拠点居住者の住居移動や就業行動を GIS で分析することにより、移動範囲や移動距離を明

示することができる。たとえば、移動の軌跡と国勢調査や経済センサスなどの小地域データを組
み合わせることで、移動や範囲の特徴を多面的に分析することが可能となる。 
③ネット調査を利用した新しい調査方法の開発 
分析対象者である多拠点居住者を地域内から抽出することは物理的に困難である。加えて、紙

媒体による従来の質問紙調査（たとえば、郵送法など）は、近年プライバシー保護の観点から十
分な回収率が得られない状況にある。したがって、本研究ではインターネット回答者のパネルを
持つ調査会社に調査を委託する。調査前に分析対象者をスクリーニングできるため、条件に適合
した対象者を抽出することができる。 
 
３．研究の方法 
まずネット調査を実施するのに際して、本研究では多拠点居住者を、①性別は問わずに 18 歳

以上であること（年齢上限は不問）、②調査時点で島嶼部を除く東京都内および神奈川県横浜市、
川崎市内に在住していること（以下、自宅 1 と略す）、③自宅に加えて、日常的に滞在・仕事を
する別の住居も使用していること（以下、自宅 2 と略す）と定義した。 
つぎに、多拠点居住者の居住地選好と拠点間の関係を明らかにするために、インターネット回

答者のパネルを持つ調査会社に調査を委託し、2024 年 1 月 31 日から 2 月 5 日までに有効なサン
プルを収集した。収集したサンプル数は 608 人である。具体的な調査項目は、自宅 1と自宅 2 の 



所在地、滞在割合、滞在中の主な活動内
容、滞在先の利点・欠点、移動手段、家族
形態などである。なお、サンプルの収集に
あたっては、東京都区部、東京都市町村部、
神奈川県横浜市、川崎市の人口比と世帯
構成で割り付けをおこなった（表１）。 
 
４．研究成果 
（１）拠点の分布と拠点間の関係 
まず、自宅1の分布を基準にしながら、

自宅 2 の分布を比較すると、自宅 2 が全
国各地に広がりを見せているのと同時に、
自宅 1 と同一の市区町村にも相当数分布
していることがわかる。東京大都市圏内
（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）に
自宅 2 を設けている多拠点居住者は 430
人（全体の 608 人のうち 70.7％）であり、
最も多いのは神奈川県横浜市の 62 人
（10.2％）、次いで神奈川県川崎市の 21
人（3.5％）、以下、東京都世田谷区の 20
人（3.3％）、東京都新宿区の 18 人（3.0％）、
東京都三鷹市 15 人（2.5％）と続く。 
一方、東京大都市圏外に自宅 2 を設け

ている多拠点居住者は全体で 170 人
（28.0％）であり、大阪府大阪市の 7 人
（1.2％）、長野県軽井沢町の 6 人（1.0％）、
北海道札幌市の 5 人（0.8％）、茨城県つ
くば市、京都府京都市、兵庫県神戸市、静
岡県富士市のそれぞれ 4 人（0.7％）が上
位を占める。つまり、多拠点居住者は必ず
しも自宅 1 から遠距離の避暑地・避寒地
に自宅 2 を設けてワーケーションをおこ
なっているのではなく、むしろ自宅 1 か
ら近距離の地域に自宅 2 を設けて何らか
の活動をおこなっている。なお、福井県、
和歌山県、島根県、徳島県、高知県、佐賀
県、熊本県、宮崎県、鹿児島県の 9 県は、
自宅 2 の存在が確認されなかった。自宅
1 から遠距離に位置する最たる例として、
北海道の 7 人（1.2％）、沖縄県の 4 人
（0.7％）を挙げることができるので、拠
点間の往来の便を考えれば、物理的な距
離よりも自宅 1 が所在する首都圏からの
交通利便性の高さ、すなわち時間距離が
自宅 2 の選定では重要であると考えられ
る。 

つぎに、自宅 1 と自宅 2 の距離を計測
したところ、拠点間の距離が近距離の人
と遠距離の人に二分されていることが明
らかである（図１）。拠点間の距離が 0km、
つまり自宅 1 と自宅 2 が同一市区町村内
に所在する人は 191 人（31.8％）である
のに対して、100km 以上に所在する人は
150 人（25.0％）であり、これらの 2 群で
全体の半数以上を占める。図２は拠点間
の距離と自宅 2 の滞在割合を集計したも
のであるが、確かに拠点間の距離と往来

頻度には密接な関係が存在している。図２によれば、拠点間の距離が 0km の人では多様な滞在割
合を示す一方、1～20km 未満、20～100km 未満、100km 以上のように拠点間の距離が長距離にな
るにつれて、自宅 2 の滞在割合が低下（距離低減）していることがわかる。100km 以上の人では、
自宅 2 の滞在割合を 0～10％とするケースが全体（150 人）の 52.0％にのぼる。拠点間の距離、
すなわち移動距離が長距離になれば、移動に要する時間と費用は増大するので、往来頻度が低下
するのは当然であろう。 

表１ 分析対象者の所在地と世帯構成 

  
該当数

（人） 

割合

（％） 

東京都区部（単独世帯） 151 24.8  

東京都区部（単独世帯以外） 154 25.3  

東京都市町村部（単独世帯） 29 4.8  

東京都市町村部（単独世帯以外） 105 17.3  

横浜市（単独世帯） 58 9.5  

横浜市（単独世帯以外） 61 10.0  

川崎市（単独世帯） 25 4.1  

川崎市（単独世帯以外） 25 4.1  

総計 608 100.0  

出所）質問紙調査により筆者作成 



したがって、本研究の多拠点居住者は自宅 1 からみて自宅 2 が近距離に所在する人と、遠距離
に所在する人の 2 群に大別することができる。 
 

（２）拠点でおこなっている主な活動 

図３は拠点でおこなっている主な活動を複

数回答で集計したものである。まず、拠点間の

距離が 0km の多拠点居住者について考察する

と、在宅就業を自宅 1 でおこなっている人は

56 人（29.3％）であるのに対して、自宅 2 で

おこなっている人は 52 人（27.2％）である。

同様に通勤は前者で 52 人（21.2％）、後者で

48 人（25.1％）、リモートワークは前者で 32

人（16.8％）、後者で 43 人（22.5％）となって

おり、これら業務に関する活動は拠点間の差

がほとんどなく、明瞭な使い分けは確認でき

なかった。 

逆に、一定の使い分けが確認できたのは副

業であった。副業をおこなっている人は、前者

で 12 人（6.3％）、後者で 29 人（15.2％）とな

っており、自宅 2 では副業に重きを置いてい

ることがわかる。副業の具体的な内容として

は「不動産経営」が挙げられ、自宅 1 から至近

な距離に投資用物件を所有して、その管理に

あたっているケースが想定される。 

つぎに、拠点間の距離が 100km 以上の多拠

点居住者をみていこう。拠点間の距離が0kmの

多拠点居住者は、自宅 1 と自宅 2 ともに、業

務に関する活動を主におこなっていたが、拠

点間の距離が 100km 以上の多拠点居住者は、自宅 2 において、業務に関する活動の割合を大きく

低下させている。在宅就業を自宅 1 でおこなっている人は 26 人（17.3％）であるのに対して、

自宅 2 でおこなっている人は 7 人（4.7％）、同様に通勤も前者で 65 人（43.3％）、後者で 22 人

（14.7％）と業務に関する活動の割合はそれぞれ低下している。 

相対して、自宅1よりも自宅2でおこなう割合の高い活動は、日常生活が前者で68人（45.3％）、

後者で 86 人（57.3％）、介護が前者で 4 人（2.7％）、後者で 16 人（10.7％）、趣味が前者で 0 人

（0％）、後者で 10 人（6.7％）、片付け・整理が前者で 0 人（0％）、後者で 10 人（2.0％）と、

これら活動の割合はそれぞれ上昇している。なお、日常生活に関しては「自宅 1 が仕事優先、自

宅 2 が気分転換・リラックス」などと具体的に回答しており、自宅 2 では特別な活動をしている

わけではないが、仕事とプライベートの切り替えであったり、余暇を楽しんだりする使い分けが

なされていると理解できる。その反面、親の介護のために定期的に自宅 2、すなわち実家に赴く

ケースや、空き家になった実家の片付け・整理をおこなうケースが散見され、テレワークの有無

や好むと好まざるとにかかわらず、多拠点居住をおこなっている人が一定数存在する。 

したがって、拠点間の距離が 0km と 100km 以上の多拠点居住者を比較すると、前者は拠点間の

距離が近距離であるため、往来頻度が高く、各拠点ともに在宅就業や通勤、リモートワークなど、

業務を中心とした活動に利用されている。一方、後者は拠点間の距離が長距離になるため、往来

頻度が低く、自宅 1 では業務や日常生活で利用されているのに対して、自宅 2 では趣味や片付

け・整理、介護などに利用されており、各拠点の使い分けが比較的に明瞭であると言える。 

 

（３）結論と今後の課題 

時間と場所を問わず自由にコミュニケーションを取ることができる情報社会（information 

society）であっても、首都圏の拠点と地方圏の拠点を頻繁に往来して、業務や趣味、ボランテ

ィア活動などに打ち込むといったステレオタイプ的な多拠点居住者は、むしろ少数派であり、現

実には比較的近距離に所在する拠点間を活動に応じて往来している様態が本研究から明らかと

なった。 

人口減少・少子高齢化社会を迎え、地方圏ではＵ・Ｉ・Ｊターンや多拠点居住者の誘引をはか

り、地域活性化につなげようとする自治体がある。本研究の分析対象者に限定されるが、地方圏

を志向する「移住者」のニーズと地方自治体の施策が、必ずしも合致してはいないのではないか

との疑問が生じる。 

多拠点居住の有無にかかわらず、人口減少・少子高齢化社会下の居住地選好では、社会関係資



本（social capital）の存在など、その土地に何らかの「ゆかり」を重視する場合がある（佐藤

2019; 2020）。ゆかりが無い場合は、多拠点居住者を惹きつける地域資源が存在するか、もしく

は４章で述べたように、首都圏からのアクセスの良さなどが重視されると考えられる。したがっ

て、地方圏であっても多拠点居住者に選ばれる地域と、選ばれない地域に取捨選択される可能性

は極めて高い。テレコミニケーションの普及によって、時間と場所にとらわれない柔軟な生活が

できるからこそ、あえて時間と費用をかけて現地に赴く価値のある地域を創出していくことが、

地方圏の自治体には求められよう。 

本研究では主にオフィス従事者からなるアッパーミドル層を分析対象としてきたが、多拠点

居住の実践者はより多様であると考えられる。今後は創作活動家や研究者、文化人など、クリエ

イティブ・クラスを対象として、さらなる調査・分析を試みたい。 
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